
 

 

知的財産管理技能検定３級公式テキスト【改訂１０版】をご購入いただいた皆様へ 

 

第 37 回（2020 年 11 月 14 日実施）以降の検定試験を受検される場合は、法改正に基づき、弊社が発行する知的財産管理技能

検定３級公式テキスト【改訂１０版】の内容について、次の通り、変更・修正のうえ、ご利用いただきます様お願いいたします。 

 

 

実施回 試験日 法令基準日 

第 37 回 2020 年 11 月 14 日（土） 2020 年 5 月 1 日 

第 38 回 2021 年 03 月 07 日（日） 2020 年 9 月 1 日 

第 39 回 未定注 1  

※知的財産管理技能検定の解答にあたっては、問題文に特に断りがない場合、試験日の６カ月前の月の１日現在

で施行されている法令等に基づくものとされています。 

注 1：第３９回の検定試験が２０２１年７月に実施される場合は、法律の改正があります。 

 

 

改訂に関連する法律 

特許庁ホームページ 

特許法等の一部を改正する法律（施行：令和 2（2020）年 4 月 1 日） 

URL ： https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/hokaisei/tokkyo/tokkyohoutou_kaiei_r010517.html 

法務省ホームページ 

民法の一部を改正する法律（債権法改正）（施行：令和 2（2020）年 4 月 1 日） 

URL ： http://www.moj.go.jp/MINJI/minji06_001070000.html 

                                                              ※2020 年 10 月 20 日現在 
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該当箇所 変更前 変更後 

P35～36 

Lesson５ 特許権の管理と活用 

 ２ 特許権の存続期間  

１行目～ 

日本国では、特許権の存続期間は特許出願日から 20 年で終

了します（特 67 条１項）。例外として、医薬品等に係る特

許権については、最大で５年延長されることがあります（特

67 条２項）。 

日本国では、特許権の存続期間は特許出願日から原則とし

て 20 年で終了します（特 67 条１項）。一定の場合に、延長

登録出願により存続期間を延長できる場合があります（特

67 条２項、４項）。例えば、医薬品等に係る特許権につい

ては、最大で５年延長されることがあります（特 67 条４

項）。 

P54～58 

Lesson８ 

意匠法の保護対象と登録要件 

10 ページを差し替え 

 次の５ページ分の内容に差替え 

 

 

 

  



2  



3  



4  



5  



6  



7 

該当箇所 変更前 変更後 

P66 

Key word ２行目 

拒絶査定不服審判、部分意匠、動的意匠、組物の意匠、秘

密意匠 

拒絶査定不服審判、部分意匠、動的意匠、組物の意匠、内

装の意匠、秘密意匠 

P66 

Lesson９ 

意匠登録を受けるための手続き 

 １  意匠登録出願  

10 行目以降に追加 

 

これを、「一意匠一出願の原則」といいます。一つの出願に

複数の意匠が記載されていると、権利範囲が不明確になっ

てしまうためです。 

 

 

これを、「一意匠一出願の原則」といいます。一つの出願に

複数の意匠が記載されていると、権利範囲が不明確になっ

てしまうためです。 

 

なお、2019 年法改正により、複数の意匠についての出願を、

一の願書により出願することができる制度が導入されまし

た。ただし、審査はあくまで意匠ごとに行われ、意匠ごと

に権利が発生します。この制度は 2021 年５月 17 日までに

施行されることになっていますが、現在のところ（2020 年

６月 15 日現在）、施行日は未定です。 

この制度は 2020 年 4 月 1 日から施行されます。 

P68 

Lesson９ 

意匠登録を受けるための手続き 

 ３  特殊な意匠登録出願  

（４）新規追加 

（４）→（５）に変更 

 

（４）秘密意匠 

 

（４）内装の意匠 

店舗、事務所その他の施設（宿泊施設など）の内部の設備

および装飾（内装）を構成する物品、建築物または画像の

意匠は、一意匠として出願をし、意匠登録を受けることが

できます。ただし、内装全体として統一的な美感を起こさ

せるものでなければなりません。 

例えば、家具や什器、壁や床等に共通の材質や模様等を用

いている場合に、内装における「統一的な美感」が認めら

れると考えられます。 

 

（５）秘密意匠 

 

P69 

Lesson９ 

意匠登録を受けるための手続き 

まとめ 

最終行 

… ①部分意匠、②動的意匠、③組物の意匠、④秘密意匠な

どがある。 
… ①部分意匠、②動的意匠、③組物の意匠、④内装の意匠、

⑤秘密意匠などがある。 
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該当箇所 変更前 変更後 

P73 

Lesson10 意匠権の管理と活用 

 ３  意匠権の発生と存続期間 

最終から２行目 

意匠権の存続期間は、設定登録日から 20 年で終了します。 意匠権の存続期間は、意匠登録出願の日から 25 年で終了し

ます。 

P74 

Lesson10 意匠権の管理と活用 

 ３  意匠権の発生と存続期間 

意匠権の発生と存続期間の図 

  

P75 

Lesson10 意匠権の管理と活用 

まとめ 

１～２行目 

意匠権は設定登録をもって発生し、存続期間は、設定登録

の日から 20 年で終了する。 

意匠権は設定登録をもって発生し、存続期間は、意匠登録

出願の日から 25 年で終了する。 

P210 

Lesson26 不正競争防止法 

 ３  不正競争行為の類型 

（５）新規追加 

（５）→（６）に変更 

（６）→（７）に変更 
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該当箇所 変更前 変更後 

P212 

Lesson26 不正競争防止法 

 ３  不正競争行為の類型 

（５）新規追加 

（５）→（６）に変更 

（６）→（７）に変更 

 （５）限定提供データ不正取得等行為 

限定提供データとは、相手方を限定して業として提供する

データで、電磁的方法により相当量蓄積され、および管理

されている技術上又は営業上の情報をいいます。 

営業秘密の条件である「秘密管理性」は条件となりません。 

この限定提供データを盗むなどの不正な手段により取得す

る行為や、不正取得した限定提供データを使用、開示する

などの行為は、不正競争行為に該当します。 

P213 

 ３  不正競争行為の類型 

（６）原産地等誤認惹起行為 

２行目 

商品などにその原産地や品質を誤認させるような表示をす

る行為などは、不正競争行為として禁止されています（不競

２条１項 14 号）。 

商品などにその原産地や品質を誤認させるような表示をす

る行為などは、不正競争行為として禁止されています（不

競２条１項 20 号）。 

P213 

 ３  不正競争行為の類型 

（７）競争者営業誹謗行為 

３行目、10 行目 

いわゆる信用毀損行為で、両者の間に競争関係があることが

必要です。競争相手にとって営業上の信用を害するような虚

偽の事実を告知したり、流布したりする行為は、不正競争行

為に当てはまります（不競２条１項 15 号）。 

…（中略）… 

そのほか、不正の利益を得る、または他人に損害を加える目

的で、その他人の氏名や商号等と同一か類似のドメイン名を

取得、保有、使用する、ドメイン名不正取得等行為（不競２

条１項 13 号）などが禁止されています。 

いわゆる信用毀損行為で、両者の間に競争関係があること

が必要です。競争相手にとって営業上の信用を害するよう

な虚偽の事実を告知したり、流布したりする行為は、不正

競争行為に当てはまります（不競２条１項 21 号）。 

…（中略）… 

そのほか、不正の利益を得る、または他人に損害を加える

目的で、その他人の氏名や商号等と同一か類似のドメイン

名を取得、保有、使用する、ドメイン名不正取得等行為（不

競２条１項 19 号）などが禁止されています。 

P217 

Lesson27 民法 

 １  民法と契約  

３行目 

…よって、口約束であっても、契約は成り立ちます。 …よって、原則として口約束であっても、契約は成立しま

す。 

P218 

Lesson27 民法 

 ２  契約の有効要件 

② 

②当事者の意思表示に瑕疵がないこと 

瑕疵とは、法律上、何らかの欠点や欠陥があることをいいま

す。詐欺や強迫による意思表示は、取り消すことができます。 

②当事者の意思表示に瑕疵がないこと 

瑕疵とは、法律上、何らかの欠点や欠陥があることをいい

ます。錯誤、詐欺、強迫による意思表示は、取り消すこと

ができます（民 95 条、96 条）。 
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該当箇所 変更前 変更後 

P218 

Lesson27 民法 

 ３  契約内容が実行されない場

合の措置 

② 

②契約の解除 

履行を促す「催告」をしても履行されない場合は、契約を解

除することが可能です（民 540 条）。 

②契約の解除 

履行を促す「催告」をしても履行されない場合は、契約を

解除することが可能です（民 540 条，541 条）。 

P220 

Lesson27 民法 

Question の正解と解説 

Ａ 

４行目 

Ｘ社はＹ社に契約内容を履行するよう催告の上、契約を解除

することができます。よって… 

Ｘ社はＹ社に契約内容を履行するよう催告し、履行がなか

ったときは契約を解除することができます。よって… 

 


